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港区では2011年 10月から、建築物等への国産木材の使用を推進する「みなとモデル二酸化

炭素固定認証制度」を開始しました。この制度は、区内で建てられる建築物等に国産木材の

使用を促すことで、区内での二酸化炭素（CO2）固定量の増加と国内の森林整備の促進によ

るCO2 吸収量の増加を図り、地球温暖化防止に貢献することを目的としています。

制度の概要

区は建築主に対し、建築物等に使用された国産木材量に相当する CO2 固定量を認証します。

なお、この制度では、港区と伐採後の再植林を保証する「間伐材を始めとした国産材の活用促進に

関する協定」を締結した自治体から産出される、木材の合法性および森林の持続性が保証された

協定木材の使用を推奨します。

制度の対象となる建築物

区内で延べ床面積 5,000m2 以上の建築を行う建築主は、

着工前に区へ「国産木材使用計画書」を提出することが必要です。

また、延べ床面積 5,000m2 未満の建築物についても、建築主が自主的に

「国産木材使用計画書」を提出し、認証を受けることができます。

CO2 固定量認証の対象となる木材

区と協定を締結した自治体から産出された木材および木材製品（協定木材）です。

ただし、建築主（実際に材を調達する建設事業者を含む）が最大限努力しても適切な協定木材を

調達できない場合は、国産の合法木材※も CO2 固定量認証の対象となります。

CO2 固定量認証の対象となる木材・木材製品の

使用方法および使用形態

（1）使用方法： 構造材、内外装材、造作部材、外構材、家具

（2）使用形態： 無垢材、集成材、合板、繊維板等混合製品（複数種類の材料で構成される木材製品）など

     ただし、混合製品で協定木材または国産合法木材が原料に含まれていないものは対象外です。

※ 合法木材 ＝ 林野庁が策定した「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」により

合法性が証明された木材をいう。

※ 協定木材製品の情報、本制度における混合製品の定義及び認証に関する考え方についてはホームページをご覧ください。

木材使用量の基準値

区内で延べ床面積 5,000m2 以上の建築を行う建築主は、

床面積 1m2 につき 0.001m3 以上の国産木材を使用しなければなりません。

●基準値（★認証書を発行）

●アップグレード値①（★★認証書を発行）

●アップグレード値②（★★★認証書を発行）

：床面積 1m2 につき 0.001m3

：床面積 1m2 につき 0.005m3

：床面積 1m2 につき 0.010m3
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みなとモデル二酸化炭素固定認証制度実施要綱

（ 目的 ）
第１条　この要綱は、港区（以下「区」という。）が区内における建築において使用された国産木材の量に相当する
二酸化炭素の固定量を認証する制度（以下「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」という。）を実施することにより、国産木材の活用を促進し、
国内の森林整備の推進と森林の二酸化炭素の吸収量の増大に寄与することを目的とする。

（ 定義 ）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）協定木材　間伐材を始めとした国産木材の活用の促進に関する協定を区と締結した地方自治体から産出された木材で国産のものをいう。
（２）合法木材　「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」（林野庁）により合法性が証明された木材で国産のものをいう。
（３）建築　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に規定する建築をいう。
（４）建築主　区内で建築を行う者をいう。
（５）特定建築主　区内で延べ床面積５，０００平方メートル以上の建築を行う者をいう。
（６）構造材　建物本体を支持する部材（土台、柱、はり、桁、板等）をいう。
（７）内外装材　建物本体の内装又は外装を構成する部材（内壁、外壁、床、天井、屋根、家具、建具等。下地及び化粧を含む。）をいう。
（８）外構材　建物本体の外回りを構成する部材（植栽を除く。）をいう。
（９）二酸化炭素固定量認証書　みなとモデル二酸化炭素固定認証制度において、二酸化炭素の固定量を認証するため、区長が発行する証書をいう。

（ 建築主の責務 ）
第３条　建築主は、区内で建築を行うときは、協定木材を利用するように努めなければならない。

（ 特定建築主の責務 ）
第４条　特定建築主は、区内で建築行為を行うときは、別表第１に定める量を超える協定木材を使用するよう努めなければならない。
ただし、区長がやむを得ない理由があると認めるときは、協定木材に代えて合法木材を使用することができる。

（ 国産木材使用計画書の提出 ）
第５条　特定建築主は、区内で建築を行おうとするときは、国産木材使用計画書（第１号様式）をあらかじめ区長に提出しなければならない。
２　建築主は、区内で建築を行おうとするときは、前項の規定に準じて国産木材使用計画書を区長に提出することができる。

（ 国産木材使用完了届出書の提出 ）
第６条　特定建築主及び前条第２項の規定により国産木材使用計画書を区長に提出した建築主（以下「任意提出建築主」という。）は、
区内で建築を完了したときは、国産木材使用完了届出書（第２号様式）を区長に提出しなければならない。

（ 国産木材使用量の算定 ）
第７条　区長は、前条の規定により国産木材使用完了届出書を受理したときは、当該建築における協定木材及び合法木材の使用量を算定するものとする。
２　前項の規定による協定木材及び合法木材の使用量の算定は、構造材、内外装材、外構材、その他区長が特に認めるものを対象とする。

（ 二酸化炭素固定量の算定 ）
第８条　区長は、前条の規定により協定木材及び合法木材の使用量を算定したときは、その使用量に相当する二酸化炭素の固定量を算定するものとする。
２　前項の規定による二酸化炭素の固定量の算定は、別表第２に定める基準によるものとする。

（ 二酸化炭素固定量認証書の交付 ）
第９条　区長は、前条の規定により二酸化炭素の固定量を算定したときは、二酸化炭素固定量認証書を特定建築主又は任意提出建築主に交付するものとする。

（ 公表 ）
第１０条　区長は、第５条の規定により提出された国産木材使用計画書及び第６条の規定により提出された国産木材使用完了届出書の概要を公表することができる。

（ 勧告等 ）
第１１条　区長は、この要綱の目的を達成するため、特定建築主に対し、必要な措置をとることを勧告することができる。
２　区長は、特定建築主が正当な理由なく勧告に応じないときは、勧告の内容及び特定建築主の氏名を公表することができる。

（ 運用の特例 ）
第１２条　区長は、やむを得ない理由があると認めるものについては、この要綱の規定を適用しないことができる。

（ 委任 ）
第１３条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、区長が別に定める。
付　則
この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。

別表第１（第４条関係）
協定木材使用量：床面積１㎡につき０．００１㎥
別表第２（第８条関係）
二酸化炭素固定量の算定基準：
二酸化炭素固定量（ｔ－ＣＯ２）＝国産木材使用量（㎥）×容積密度（ｔ／㎥）×炭素含有率（％）×二酸化炭素換算係数（４４／１２）

国産木材の樹種ごとの容積密度及び炭素含有率は、日本国が気候変動に関する国際連合枠組条約事務局へ提出する
「京都議定書３条３及び４の下でのＬＵＬＵＣＦ活動の補足情報に関する報告書」に記載された数値とする。



港区
事務局

協定自治体

木材加工・供給業者

建設業者

建築主

区内の建築物

間伐材・主伐材

製品納入

協定木材

建築物や
家具に使用

協定締結

情報交換

情報提供協定木材に関する

CO2固定量認証申請

認証書発行

木材活用による
CO2固定間伐と再植林

による森林整備
の促進

手続きの流れ 建築物の計画段階で必ず事前協議を行ってください。

制度の全体像

※提出書類の詳細はホームページをご覧ください。書式が規定されている書類については同ホームページからダウンロードできます。

段階 手続き 提出書類

計画時
事前協議

区から協定木材製品の情報提供など
（協定木材製品のサンプルを多数用意しています）

中間検査

国産木材使用完了届出書の提出

書類審査・現地検査

二酸化炭素固定量認証書の発行

竣工時に隠れてしまう部分等を現地検査

着工前

施工中

竣工後

国産木材使用計画書の提出

審査

・国産木材使用計画書

・国産木材使用予定数量調書

・建築確認申請書の写し など

ー

・国産木材使用完了届出書

・国産木材使用数量調書

・二酸化炭素固定量算定報告書

・協定木材製品の納品書の写し など

・建築物の概要、図面等（任意）



協定木材の識別方法

二酸化炭素固定量認証書の発行

※樹種ごとの容積密度についてはホームページをご覧ください。

使用した木材量（材積）と樹種から建築物の CO2 固定

量を算定します。本制度では「京都議定書３条３及び４

の下での LULUCF 活動の補足情報に関する報告書」

による容積密度と炭素含有率を使用した下記の算定式を

用いて CO2 固定量を計算します。

区から建築主に協定木材等の使用量、

CO2 固定量を記載した認証書を発行しますので、

見える場所に掲示してください。
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認証書

協定自治体内の
森林経営計画が
策定されている森林

受領時に伐採地を確認、
分別管理のうえ出荷時に

マークをラベル

受領時にラベルを確認、
分別管理のうえ出荷時に

マークをラベル

２次加工以降を
担う登録事業者

1次加工を担う
登録事業者

２次加工以降を
担う非登録事業者

上記以外の森林 その他の
建設現場

港区内の
建設現場

登録事業者 非登録事業者 協定木材 合法木材

この制度では、協定木材であることを識別するために右の uni4m マーク（ユニフォーム

マーク）を用います。協定木材の取扱事業者（登録事業者）は、協定木材を出荷する際

にuni4mマークを納品書にラベルしなければなりません（製品へのラベルは任意）。

建築主は、納品書の uni4mマークによって当該製品が協定木材であることを識別し、

他の国産合法木材と分けて使用量およびCO2 固定量を算定します。

材の産地である
協定自治体名を表示

MINATO

■uni4mマーク

※木材・木材製品の納品書は
国産木材使用完了届出書の提出時に
必要ですので必ず保管しておいてください。

納 品 書株式会社○○建設

〒105-8511 東京都港区芝公園 1-5-25
Tel.03-3578-2111

20○○年 ○月 ○日みなと市

品名・規格

フローリングユニット
国産スギ圧縮材
(○×○×○mm)
ウレタンUV塗装

UNI4M みなと

UNI4M みなとフローリングユニット
国産スギ圧縮材
(○×○×○mm)
ウレタンUV塗装

積層床材
国産ナラ
(○×○×○mm)

数量 金額 備考

み
な
と

みなと木工株式会社

納品内容に協定木材が
含まれている場合に表示する（スタンプ等）

協定木材の場合、
備考欄に「uni4m」＋産地名を記載する

■納品書の例

認 証 書



広告等での標章の使用による PR

区に国産木材使用計画書または国産木材使用完了届出書を

提出した建築主は、木材活用に努め森林整備の促進・地球

温暖化防止に貢献していることを、広告等で専用の標章を

使ってＰＲすることができます。標章の使用を希望する場合

は、区に申請書を提出してください。

使用できる標章は建築物の工事の進捗状況、協定木材の使

用割合によって異なります。申請方法、標章の種類などの

詳細は「標章の使用に関するガイドライン」を参照してくだ

さい。ガイドライン、申請書の書式はホームページからダウ

ンロードできます。

区ではこの制度の実施にあたり、「みなとモデル二酸化炭素

固定認証制度事務局」を開設しています。事務局では提出

書類の審査のほか、協定木材製品や製品を取り扱う登録事

業者の情報提供、適切な木材利用方法など幅広いご相談に

応じますので、お気軽にご連絡ください。

また、制度ホームページでは、登録事業者や協定木材製品

の詳しい情報を掲載しています。区に提出する書式のダウン

ロードもできますので、ご利用ください。

制度事務局およびホームページについて

刊行物発行番号　24094‐5611
平成 24年（2012年）10月発行
発行元：港区環境リサイクル支援部環境課
東京都港区芝公園一丁目5番 25号
TEL：03-3578-2111（代）内線 2494

制度に関する問い合わせ先

みなとモデル
二酸化炭素固定認証制度事務局

港区環境リサイクル支援部環境課 
地球温暖化対策担当

TEL：０３-３５７８-２４９４

TEL：０３-３５７８-２４７７

〒105 -8511 港区芝公園 1-5 -25 8F

受付時間：月曜～金曜

8：30 ～ 17：00

www.uni4m.or.jp


